
平成１７年度環境省請負事業 

 

 

 

 

 

平成１７年度循環型社会形成推進基礎調査 

 

報告書 

 

 

 

 

 

 

 

平成１８年３月 

 

 

 



はじめに 

 

廃棄物・リサイクル行政の目的が、これまでの公衆衛生の向上や公害問題の解決から循環

型社会の形成へと変遷していることを踏まえ、今後、我が国全体として、３Ｒに重点を置いた最

適なリサイクル・処理システムを構築していくこととし、政府では、廃棄物処理法第５条の２第１

項の規定に基づき定めた基本方針を平成１７年５月に改正した。 

 

改正した事項のうち、市町村が行うこととして、①一般廃棄物処理事業におけるコスト分析、

情報提供を行い、分析結果をさまざまな角度から検討すること等により、社会経済的に効率的

な事業となるよう努めること、②経済的インセンティブを活用した一般廃棄物の排出抑制・再生

利用等を進めるため、一般廃棄物処理の有料化を推進することが挙げられており、このため、

国は、コスト分析手法、有料化の進め方等を示すことなどを通じて地方公共団体の取組の支援

に努めることとされた。 

 

本事業では、基本方針に定める国の役割を果たすため、一般廃棄物処理事業に係るコスト

分析の標準的手法を示す「廃棄物会計基準」と有料化の進め方を示す「有料化ガイドライン」の

案について検討した。検討にあたっては、自治体関係者、学識経験者、会計専門家で構成され

る「廃棄物会計基準・ごみ有料化ガイドライン検討委員会」を設置した。本報告書は、同検討委

員会における議論、自治体における会計基準の試行、有料化に係わる市町村へのヒアリング

調査等に基づき、廃棄物会計基準案、一般廃棄物処理有料化ガイドライン案をとりまとめたも

のである。 
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